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市町村名 本部町

令和２年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1-① 花いっぱい運動の推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章-３-（２）-エ

観光客の受入体制の整備

担当部課名 企画商工観光課
事業実施

（予定）年度
平成24～令和2年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-１-（１）

事業内容 　観光地としての魅力的な景観形成を図るため、国道及び県道沿い等に花木の植付を行う。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 11,302 8,516 8,734 8,036 4,893

(b)予算現額 11,302 8,516 8,734 7,920 4,888

(c)増減額(b-a) 0 0 0 ▲ 116 ▲ 5

(d)繰越額 － － － － －

A．計(b+d) 11,302 8,516 8,734 7,920 4,888

B．執行済額 11,151 8,478 8,726 7,920 4,888

うち交付金充当額 8,921 6,782 6,981 6,336 3,910

次年度繰越額 0 0 0 0 0

執行率（％）(B/A) 98.7% 99.6% 99.9% 100.0% 100.0%

予算の状況の説明
当初の計画どおりに花木の植付を行い、事業は適正に執行できた。
５千円の減額については、入札残によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

R2活動目標（指標）

達成状況

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

・プランターへの植付＝1,191基

目　標 1,191基 1,191基 1,191基 1,191基

実　績 1,191基 1,191基 1,191基 1,191基

・町花壇、観光アクセス道路沿い植栽マス
の植付

目　標
植栽マスの
植付実施

植栽マスの
植付実施

植栽マスの
植付実施

実　績
植栽マスの
植付実施

植栽マスの
植付実施

植栽マスの
植付実施

達
成
状
況
説
明

　町内各種団体や町民ボランティアから成る「本部町まちぐるみ花いっぱい推進協議会」により、国道及び県道沿い等に設置し
たプランター1,191基や観光アクセス道路沿い植栽マスへ年２回花木の植付を行い、活動目標を達成することができた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

R2成果目標（指標）
基準値

（　年度）
H30年度 R1年度 R2年度

目標値
（　年度）

観光地の景観形成について、観光地として
ふさわしい景観であると感じたか（80％以
上）を含め、観光客に対するアンケートによ
り、本事業のあり方を検証する。

目　標 80% 80% 80%

実　績 97% 86% 89%

目　標

実　績

進
捗
状
況
説
明

　本町の主要観光施設である「海洋博公園」でアンケートを実施した。「観光地周辺に展示されている草花や花木に対する満足度をお答え
ください」という設問に対して、89.2％が満足との回答が得られた。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・アンケート調査において、本事業を「継続または拡大した方が良い」との回答
が得られたが、作業をボランティアにより実施しているため、植付作業や維持
管理への負担が年々大きくなっている。
・今年度はコロナウィルス感染拡大により活動が制限され、植付回数もこれま
での３回から２回に変更し実施した。

・これまで地域のボランティア活動に頼って事業を実施してきたが、今年度に
おいてはコロナウィルスの影響による観光客の激減により、ボランティアの参
加減少や、活動意欲の低下も見られた。このような外的要因を受ける中で、継
続的かつ意欲的なボランティア活動による事業の継続について、事業実施の
可否も含めて検討の必要性がある。

今後の取り組み方針

・これまでボランティアによる継続的な事業実施のためのボランティア活動の有償化の検討および、活動団体の表彰等の検討も行ったが、課題解消には至っていな
い。今後はボランティア以外の事業実施（例：業者請負による植付、ボランティアによる維持管理のように役割を分担した事業運営）も検討する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

本部町
4,888千円

委託料
4,888千円

一般社団法人
本部町観光協会

4,888千円

4,888 4,888 3,910 978 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託先は観光振興を目的として沿道美化活動の実績がある
本部町観光協会を主体としており妥当と考える。地方自治法施
行令第167条の2第1項第2号の規定により随意契約としている。
○積算については、複数者見積によるものとなっており妥当と考
える。
○費目・使途に関しては額の確定時において確認を行い適正で
あった。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

花いっぱい運動推進事業業務委託
（プランター1,191基、観光アクセス道路沿い植
栽マスへ花の植付等）
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進
捗
状
況
説
明

・本町において8月に1件のハブ咬傷被害が確認された。
・令和2年度に捕獲器を450ヵ所から550ヵ所へ100基増やしたことにより、タイワンハブ等の捕獲数も令和元年度の1,024匹から令和2年度
1,403匹の379匹増となった。

実　績 679匹 1,024匹 1,403匹

０件 ２件 １件

【参考指標】
ハブ年間捕獲数

目　標 300匹 754匹 1,307匹

目標値
（　年度）

ハブによる咬傷被害件数0件

目　標 ０件 ０件 ０件

実　績

達
成
状
況
説
明

・タイワンハブ等の捕獲数の多い地域や、タイワンハブ等の目撃情報や生息が懸念されている地域を重点的に、ハブの捕獲器を新たに
100基設置した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

R2成果目標（指標）
基準値

（　年度）
H30年度 R1年度 R2年度

目　標

実　績

目　標 350ヵ所 350ヵ所 450ヵ所 550ヵ所

実　績 300ヵ所 350ヵ所 450ヵ所 550ヵ所

予算の状況の説明 ・捕獲したハブの売上について、当初計画を上回る見込みであったことから、交付対象経費718千円を減額した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

R2活動目標（指標）

達成状況

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

ハブ捕獲器を町内550ヵ所に設置

執行率（％）(B/A) 79.0% 81.3% 98.7% 88.6% 99.6%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 5,045 5,610 6,223 8,786 10,515

B．執行済額 6,306 7,012 7,779 10,983 13,144

A．計(b+d) 7,980 8,628 7,878 12,393 13,196

(d)繰越額 － － － － －

8,628 7,878 12,393 13,196

(c)増減額(b-a) 49 ▲ 500 0 ▲ 180 ▲ 718

R2年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 7,931 9,128 7,878 12,573 13,914

(b)予算現額 7,980

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

健康づくり推進課
事業実施

（予定）年度
平成25年～令和3年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-１-（１）

事業内容
　タイワンハブ等の捕獲器設置・回収を行うことにより、個体数の減少及び拡大する生息域の抑制を図り、地域住民や観光客の咬傷事件を予防
し、安心・安全な観光地づくりを目指す。

市町村名 本部町

令和２年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1-② ハブ咬傷防止事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章-３-（２）-エ

観光客の受入体制の整備

担当部課名



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ・作業員は書類選考及び面接により選定しており、妥当であ
ると考える。
・予算規模については、捕獲したハブの売上額が当初計画を
上回ったことから交付対象経費718千円の減額があったが適
正な規模であったと考えている。
・費目・使途についてはハブ捕獲で使用するマウスの飼料費
や捕獲機購入など、事業目的達成の観点から必要なもので
ある。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

15,057 13,144 10,515 2,629 1,913

今後の取り組み方針

・町ホームページや広報誌、区長会に加え、町の電光掲示板へ情報発信する等注意喚起を行い、咬傷被害防止を図る。

・ハブの捕獲器を550基から650基に100基増設し、捕獲数の多い地域へ重点的に捕獲器を設置することにより個体数の減少を図る。

・タイワンハブ等の生息域の拡大が懸念される地域や地域住民からの情報をもとに捕獲器設置を行い、生息域の見極めを行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・タイワンハブを追い払おうとした際に咬傷被害が発生した。

・タイワンハブ等の捕獲数が令和元年度1,024匹から令和2年度1,403匹と379
匹増加した。

・タイワンハブ等の生息域拡大が懸念される地域へタイワンハブ等の生息範
囲を見極めるための捕獲を設置したところ、タイワンハブが捕獲され生息域の
拡大が新たに確認された。

・ハブ咬傷被害を予防するため、注意喚起を行ったが、また１件咬傷被害が発
生したため更なる注意喚起を行う必要がある。

・捕獲器を増設したが捕獲数が増加傾向にあるため、更なる捕獲器増設を行
い、個体数の減少を図る必要がある。

・タイワンハブ等の生息域が拡大している懸念があることから、タイワンハブ等
の生息範囲を見極めているが、これまで目撃されなかった場所でもタイワンハ
ブの目撃情報があるため捕獲器設置が必要である。

本部町
13,144千円

報酬
7,588千円

職員手当
746千円

旅費
97千円

作業員
7,588千円

作業員
746千円

会計年度任用職員

3人

会計年度任用職員
6人

ほか、ハブ売上収入
（交付対象外経費）

1,913千円

使用料及び賃借料
871千円

ハブ保管用冷凍庫リース 59千
円車両リース 812千円

共済費
1,524千円

作業員
1,524千円

需用費
2,318千円

消耗品費 1,814千円
燃料費 504千円

作業員
97千円

会計年度任用職員

6人

会計年度任用職員

6人
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市町村名 本部町

令和２年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2-② もとぶブランド牛基盤づくり支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章-３-（７）-ア

おきなわブランドの確立と生産供
給体制の整備

担当部課名 農林水産課
事業実施

（予定）年度
平成25～令和2年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-１-（６）

事業内容 もとぶ牛ブランドの基盤創出のため優良母牛導入の支援を行い、繁殖生産基盤の拡充、強化を図る。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 21,550 22,500 10,500 21,000 15,000

(b)予算現額 21,550 22,500 10,500 19,950 14,910

(c)増減額(b-a) 0 0 0 ▲ 1,050 ▲ 90

(d)繰越額 － － － － －

A．計(b+d) 21,550 22,500 10,500 19,950 14,910

B．執行済額 21,550 21,416 10,351 19,242 14,788

うち交付金充当額 17,240 17,132 8,280 15,393 11,830

次年度繰越額 0 0 0 0 0

執行率（％）(B/A) 100.0% 95.2% 98.6% 96.5% 99.2%

予算の状況の説明
減額90千円及び不用額122千円については、事業主体による導入費用の残によるものであり、事業は計画通り執行でき
た。

活動目標
（指標）

及び達成状況

R2活動目標（指標）

達成状況

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

優良母牛導入の支援

目　標
優良母牛導入

の支援
優良母牛導入

の支援
優良母牛導入

の支援
優良母牛導入

の支援

実　績
優良母牛導入の

支援実施
優良母牛導入の

支援実施
優良母牛導入の

支援実施
優良母牛導入の

支援実施

目　標

実　績

達
成
状
況
説
明

　県内外より優良母牛の導入を行い、当初の計画通り支援を実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

R2成果目標（指標）
基準値

（　年度）
H30年度 R1年度 R2年度

目標値
（　年度）

導入した優良母牛から生まれた子牛とそう
でない子牛との価格差の割合109%以上

目　標 107% 107% 109%

実　績 108% 103% 101%

【参考指標】
優良母牛導入の頭数

目　標 21頭 42頭 30頭

実　績 21頭 42頭 31頭

進
捗
状
況
説
明

 導入牛から生まれた子牛とそれ以外の母牛から生まれた子牛の価格差の割合は約１０１％となり目標を達成することができなかった。

【令和２年度セリ結果(R2.4月～R3.3月)】
・導入牛以外の子牛　平均634,720円  ・導入牛(H25～R2)の子牛　平均643,406円
【令和元年度セリ結果（H31.4月～R2.3月）】
・導入牛以外の子牛　平均699,796円　・導入牛（H25～R1）の子牛　平均723,782円



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①新型コロナウィルスによる肉牛需要の低下により、市場全体のセリ価格が
落ち込んでいる。

②これまで、導入後に肺炎や白血病等に罹患した牛が散見されたが、健康観
察を徹底するなど獣医との連携により対応した。

①新型コロナ収束による肉牛需要の回復に備え、引き続き繁殖生産基盤を維
持していく必要がある。

②導入時のセリ市場では病気の把握が困難であるため、導入後において、病
気の早期発見や予防等、適切な体調管理を行う必要がある。

今後の取り組み方針

①コロナ禍での子牛価格の維持のため、関係機関及び生産農家と連携しながら高値で取引されている子牛の分析を行うとともに、優良種牛や血統の組み合わせ
等の情報を共有し、今後も繁殖生産基盤を維持していく。

②引き続き、導入した牛については、白血病の検査を行い陽性の牛は隔離する。また、分娩前の牛への白血病ワクチン注射を推奨し、子牛にウィルスが感染する
ことを防ぎ、市場価値を高める。鼻水などの風邪症状が発生した場合は、悪化して肺炎になる恐れがあるため、早期に獣医に連絡し対策を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

39,564 14,788 11,830 2,958 24,776

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○事業主体は、本事業の交付対象要件を満たす唯一の団体
であり、選定は妥当であると考えている。
○不用額は事業費の１％未満であり適正な規模であった。
○受益者は、総事業費の約５割を負担しており、他の事業の
負担割合から判断しても妥当である。
○費用・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のか等について、額の確定時において支出等に関する書類
により確認した結果、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

本部町
14,788千円

補助金
14,788千円

沖縄県農業協同組合
14,788千円

もとぶブランド牛基盤づく
り支援事業補助金

他、事業実施主体負担
分（交付対象外経費）

24,776千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

市町村名 本部町

令和２年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2-③ メイドイン・もとぶ産品成長産業化推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章-３-（７）-イ

流通・販売・加工対策の強化

担当部課名 企画商工観光課
事業実施

（予定）年度
平成28～令和2年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-１-（６）

事業内容 特産品取扱事業者に対する物産展等への出展支援、販売支援員の配置等を行い、町特産品の販路開拓・拡大を図る。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 11,751 12,421 12,421 13,793 13,794

(b)予算現額 11,784 12,421 12,421 13,393 12,277

(c)増減額(b-a) 33 0 0 ▲ 400 ▲ 1,517

(d)繰越額 － － － － －

A．計(b+d) 11,784 12,421 12,421 13,393 12,277

B．執行済額 5,872 11,732 10,392 12,013 11,232

うち交付金充当額 4,697 9,385 8,313 9,610 8,985

次年度繰越額 0 0 0 0 0

執行率（％）(B/A) 49.8% 94.5% 83.7% 89.7% 91.5%

予算の状況の説明
減額（1,517千円）及び不用額（1,045千円）については、新型コロナウイルス感染症予防により当初予定していた物産展の
中止や出展事業所の辞退等によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

R2活動目標（指標）

達成状況

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

・商工会への支援の実施
　メイドインもとぶ産品のリスト化

目　標 もとぶ産品のリスト化 もとぶ産品のリスト化 もとぶ産品のリスト化 もとぶ産品のリスト化

実　績 ８業者の商品をリスト化 ８業者の商品をリスト化 ５業者の商品をリスト化 ７業者の商品をリスト化

　メイドインもとぶ産品のＰＲ及び販売の支
援

目　標 PR及び販売支援 PR及び販売支援 ＰＲ及び販売支援 ＰＲ及び販売支援

実　績 ５回支援 ５回支援 ５回支援 ３回支援

　県内外物産展等への出展支援
目　標 出展支援（５回） 出展支援（５回） 出展支援（５回） 出展支援（５回）

実　績 ５回支援(県内4、県外1) ５回支援(県内4、県外1) ５回支援（県内２、県外３） ３回支援（県内１、県外２）

達
成
状
況
説
明

　新型コロナウイルス感染予防により、県内外でのイベント等が中止や延期となる中、県内での販売支援及び物産展については１回、県外
においては２回実施することができた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

R2成果目標（指標）
基準値

（　年度）
H30年度 R1年度 R2年度

目標値
（　年度）

新規取引契約数　１０件以上

目　標 10件 10件 10件

実　績 11件 10件 10件

目　標

実　績

進
捗
状
況
説
明

新規取引契約については目標の１０件を達成することができた。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①メイドインもとぶ産品のリストを７事業者の商品をリスト化することができた
が、ポップ表示等に行かせてない状況である。

②新型コロナウイルス感染症予防により、物産展等の延期や中止により販売
支援及び出展支援が目標に達成することができなかった。

①年間を通しもとぶ産品のリスト化を行った商品の特徴を分かりやすくPRし、
買い手の興味を仰ぐようなポップ等の表示方法が必要である。

②３回の実績は感染予防対策を行ったうえで行えた、対面販売を行うことで商
品のPRやお客さんからの意見を直接聞ける利点があり、新型コロナウイルス
感染症防対策を徹底した販売支援が望まれる。

今後の取り組み方針

①商品を集約した販売ブース等を設置し商品の特徴、PRなどを一目で分かりやすいポップ表示やフライヤー等を作成し、もとぶ産品知ってもらい販売促進を図る。

②コロナ禍で物産展の開催会場が利用できない状況などもあるが、感染予防対策（適切な距離・換気・手指消毒・シールドの活用・適度の商品消毒等）を徹底し、お
客様の安心、安全を優先し対面販売を実施する。また、お客様や専門家等の意見を参考にパッケージ等のブラッシュアップにも繋げていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

14,339 11,232 8,985 2,247 3,107

本部町
11,232千円

補助金
11,232千円

本部町商工会
11,232千円

受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。 ○補助先は本事業を円滑に実施できる本町唯一の商工会であり、
補助要件に照らして選定は妥当であると考える。
○新型コロナウイルスの影響で出展支援等が少なくなり不用額が
あったが、予算は事業内容に沿った適正な規模であったと考える。
○本事業は町の産品について網羅的に販路拡大を目指していく事
業で有り、公益性が高く受益者負担は妥当である。
○費目・使途は事業費確定時に検査、確認しており、適正である。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

〇

メイドインもとぶ産品成長産業化推進事業補助
金

・町特産品のＰＲ及び販売の支援
・販売支援員の配置

ほか、本部町商工会負担金

（交付対象外経費）
3,107千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

特産品の開発支
援の完了

進
捗
状
況
説
明

シークヮーサーを活用した精油を利用した、マスクスプレー、パイン・バナナを利用したドライフルーツ、シークヮーサー・パイン・パッションフ
ルーツを利用したフルーツソース、町産山羊肉を利用した冷凍カレーを開発した。
販売については、R3年度から順次行う。

目標値
（R3年度）

特産品の開
発支援の完

了

達
成
状
況
説
明

　　町の地域資源を活用した特産品開発について、公募から選定した3社（3社応募）に対して支援を行い、製造環境向上に係る機械整備、
サンプル品製作や成分分析等を実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

R2成果目標（指標）
基準値

（　年度）
R2年度 R3年度 R4年度

目　標

実　績

目　標
もとぶ産品製造
事業所の支援

もとぶ産品製
造事業所の支

援

もとぶ産品製
造事業所の支

援

もとぶ産品製
造事業所の

支援

実　績 6社 2社 5社 3社

予算の状況の説明 計画どおりの予算執行ができた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

R2活動目標（指標）

達成状況

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

・もとぶ産品製造事業所の支援
（ブランディング）
（製造環境の向上）
（事業所連携による新たな特産品の開発）

執行率（％）(B/A) 99.4% 100.0% 100.0% 100.0%

次年度繰越額 0 0 0 0

うち交付金充当額 38,369 19,800 17,600 10,560

B．執行済額 47,962 24,750 22,000 13,200

A．計(b+d) 48,255 24,750 22,000 13,200

(d)繰越額 - - - -

24,750 22,000 13,200

(c)増減額(b-a) ▲ 6,745 0 ▲ 11,000 0

R3年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 55,000 24,750 33,000 13,200

(b)予算現額 48,255

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　■後年度（令和３年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

企画商工観光課
事業実施

（予定）年度
平成29～令和2年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（６）

事業内容 　町内特産品製造事業者に、特産品開発に係る助言や製造機械の導入の支援を行い、開発製造環境の向上を図る。

市町村名 本部町

令和２年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2-④ もとぶ産業クラスター形成事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－イ

流通・販売・加工対策の強化

担当部課名

100%
【R3成果目標】
販売目標達成率：100％

特産品の開発支援の完了

目　標

実　績

目　標

実　績



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
〇委託事業者は本事業を円滑に実施できる本町唯一の商工
会であり、支出先として妥当である。
〇事業規模・予算規模は適正であった。
〇費目・使途については事業目的達成の観点から確認し、適
正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

13,200 13,200 10,560 2,640 0

商工会・観光協会、直売所と連携し、本町へ訪れることなく特産品が購入できる体制をづくりを行うとともに、農家・加工業者が連携し加工・販売が周年行える体制を
構築し、町内の所得の向上を目指す。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

新型コロナの影響により、入域観光客数が減少しており、お土産品の販売が
鈍化している。

農作物の生産時期に加工を行うため、常時販売ができない商品がある。

コロナ禍において、Eコマースの需要も増えていることから、対面販売のみで
はなくインターネットやSNSを活用して販売を行っていく必要がある。

農作物の出荷時期に、青果の果汁の搾汁や乾燥を行い、周年販売を行う必
要がある。

今後の取り組み方針

本部町
13,200千円

委託料
13,200千円

本部町商工会
13,200千円

もとぶ産品製造事業所の支援
特産品ブランディング、特産品製造環境の向上
等新たな特産品開発に係る支援
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市町村名 本部町

令和２年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3-① 本部型就業意識向上支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章-３-（１０）-ア

雇用機会の創出・拡大と求職者
支援

担当部課名 企画商工観光課
事業実施

（予定）年度
平成29～令和2年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-２

事業内容
　町内小中高生の勤労観や職業観の育成を図るため、ジョブシャドウイングや職場体験、インターンシップ等を行い、町内産業への理解や興味を
深めてもらう。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

H29年度 H30年度 R1年度 Ｒ2年度 R3年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 9,885 10,177 10,820 11,573

(b)予算現額 9,885 10,177 10,820 11,573

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0

(d)繰越額 － － － －

A．計(b+d) 9,885 10,177 10,820 11,573

B．執行済額 9,671 10,061 10,814 10,547

うち交付金充当額 7,736 8,049 8,651 8,437

次年度繰越額 0 0 0 0

執行率（％）(B/A) 97.8% 98.9% 99.9% 91.1%

予算の状況の説明 コロナウィルス感染拡大により一部事業の変更等があったが、概ね事業計画どおり執行することができた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

R2活動目標（指標）

達成状況

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

ジョブシャドウイング、職場体験、インターン
シップの実施（９校）

目　標 ９校 ９校 ９校 ８校

実　績 ９校 9校 ９校 ５校

教職員向けマナー研修の実施（１回）
目　標 １回 １回 ２回 １回

実　績 １回 １回 １回 １回

企業プレゼン大会の実施（１回）
目　標 １回 １回 １回 １回

実　績 １回 １回 １回 　０回

町内企業体験学習会（わくわくワーク）の実
施（３回）

目　標 ３回 ３回 ３回

実　績 ３回 １回 　３回

達
成
状
況
説
明

・本部町内全小中のジョブシャドウイング３回及び職場体験２回を実施することができた。事前学習において目標を持って臨むこと、マナー
の重要性等を理解したうえで各体験に取組んだ。
・教育現場で挨拶や敬語等のマナーが実践できるよう、教職員向けマナー研修を実施した。
・コロナウィルス感染拡大予防のため本部町内企業８社による企業プレゼン大会は中止した。
・本部高校への支援活動についてはコロナウィルス感染予防のため、学校側と協議し今年度は活動を見送った。
・中止等になった事業に代わり、感染予防対策を行った上で、今回初めての試みの「本部町の活性化案を考えよう」という地域活性化を中
学生が考える取り組みを行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

R2成果目標（指標）
基準値

（　年度）
H30年度 R1年度 R2年度

目標値
（　年度）

働くことへの興味・関心が湧いた（80%以上）
を含め、小中高生へのアンケートにより、本
事業のあり方を検証する。

目　標 80% 80% 80%

実　績 94.9% 94.6% 89.0%

進
捗
状
況
説
明

　本部町内小中学生へ、事後アンケートを取り、220人（95.6％）から回答を得た。集計の結果、「働くことへの興味・関心が湧いた？」の問
いに対し、「興味関心をもった」の割合が89.0%となり、目標を達成した。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・今年度当初から新型コロナウィルス感染症の影響を受け、本部高校への支
援活動は、学校側との協議の上、年間を通して見送りとなった。

・インターンシップについては受入側の企業および実施時期等の調整で、実
績が目標を下回った。

・新型コロナウィルス感染拡大の影響をかなり受けたが、これまでの事業継続
の成果により児童生徒への働くことへの意識付けは、成果目標を達成するこ
とができた。

・新型コロナウイルス感染症の影響により中止とした、ジョブシャドウイングお
よびインターンシップについては、新たな試みとして「本部町の活性化案を考
えよう」という取り組みを行った。

・今年度のように事業実施が計画通りに進まないときのために、代替事業を各
種企画しておくことで事業継続を図り、児童生徒の就業に対する意識付けを
低下させることが無いように事業を運営していく。

今後の取り組み方針

・今年度に町内企業の紹介冊子の作成を行ったので、これを活用し次年度以降は地域人材による「企業人講話」等のキャリア教育を実施していく。
・SDGsなど世界規模でこれからの企業が実施していく事や、新学習指導要領に対応した新しい事前学習に取り組む。
・コミュニティスクールなどの取り組みにより、地域と学校との繋がりが必要になるため、地域を形成する地元企業と学校との繋がりをより強化する必要がある。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

10,547 10,547 8,437 2,110 0

本部町
10,547千円

補助金
10,547千円

本部町グッジョブ
連携協議会
10,547千円

受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。 ○本部町グッジョブ連携協議会はキャリア教育支援を行うこ
とを目的に平成26年に設立された本町唯一の団体であり、補
助先として妥当であると考える。
○予算規模は事業内容に見合った適正な規模であった。
○費用、使途等については補助金申請時に事業目的に沿っ
ているものか確認し交付決定を行っており、実績報告をもっ
て額の確定をおこなった結果、適正であった。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

本部型就業意識向上支援事業補助金



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　沖縄県学力到達度調査における小学校教科別の県平均との差は、国語、県63.85、町60.05、差-3.80ポイント。算数、県50.60、町45.85、
差-4.75ポイント。
　中学校においての県平均との差は、国語、県54.70、町45.35、差-9.35ポイント。数学、県49.25、町44.75、差-4.50ポイント。
　各教科合計の県平均との差は、小学校で、県57.23、町52.95、差-4.28ポイント、中学校で、県51.98、町45.05、差-6.93ポイントとなり、小
学校のみ成果目標を達成した。また、新型コロナウィルス感染拡大による臨時休校等で授業日数減少等から、令和2年度の学力到達度調
査は小5～中2の国語・算数（数学）のみ行っている。

実　績 -5.57 -3.10

-4.06 -7.29 -4.28

令和２年度沖縄県学力到達度調査での県
平均正答率との差
中学校　-4.5ポイント以上

目　標 -2.5 -2.5 -4.5

-6.93

目標値
（　年度）

令和２年度沖縄県学力到達度調査での県
平均正答率との差
小学校　-6.6ポイント以上

目　標 -4.6 -6.9 -6.6

実　績

３校

達
成
状
況
説
明

小学校5校へ19名（学力向上推進教師10名、学習生活支援員9名）、中学校3校へ9名（学力向上推進教師4名、学習生活支援員5名）の支
援員配置を行い、授業中の支援、放課後の補習、夏休み期間中の地域学習教室の開催といった学習支援を行い、学力の向上を図った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

R2成果目標（指標）
基準値

（　年度）
H30年度 R1年度 R2年度

町立中学校　３校へ配置

目　標 ２校 ２校 ３校 ３校

実　績 ２校 ２校 ３校

目　標 ５校 ５校 ５校 ４校

実　績 ５校 ５校 ５校 ４校

予算の状況の説明 雇用実績の減及び新型コロナウィルスによる臨時休校期間が発生したことにより、11,083千円を減額した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

R2活動目標（指標）

達成状況

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

町立小学校　４校へ配置

執行率（％）(B/A) 94.4% 96.3% 94.5% 86.0% 99.0%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 26,839 26,631 26,589 51,069 51,716

B．執行済額 33,549 33,289 33,237 63,837 64,645

A．計(b+d) 35,521 34,575 35,172 74,222 65,327

(d)繰越額 － － － － -

34,575 35,172 74,222 65,327

(c)増減額(b-a) 385 ▲ 1,061 0 0 ▲ 11,083

R2年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 35,136 35,636 35,172 74,222 76,410

(b)予算現額 35,521

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

教育委員会
事業実施

（予定）年度
平成26～令和3年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
　町内小中学校に学習支援員を配置し、国語、算数、数学、英語及びその他の主要教科において、児童生徒の学力に応じた個々の学習指導を行
うことにより、学力の向上を図る。

市町村名 本部町

令和２年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4-① 本部町学力向上学習支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－ア

確かな学力を身につける教育の
推進

担当部課名



○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○学習支援員の雇用は条例、規則に則りなされており妥当である。
○ＩＣＴ支援員は町内ＩＣＴ環境を熟知しているトラストコミュニケーショ
ンズと、学習支援アプリは既に各学校に定着しているラインズ、Ｌｏｉ
Ｌｏと随意契約を行った。友寄商事は町内で唯一の教科書取扱書店
に指定されており、随意契約を行った。
○休暇・休校に伴う補正減や不用額が生じているが、予算規模は
事業内容に見合った適正な規模である。
○費用・使途の必要性及び執行状況を確認しており適正である。

交付対象
事業費

72,357 64,645 51,716 12,929 7,712

今後の取り組み方針

①基礎学力の向上のため、日々の授業の理解度把握、テスト結果分析による苦手分野把握を行い、指導の質の向上を図る。
②補習や地域学習教室の活用により、授業以外での家庭学習の習慣づけを図る。また、休校になった際に授業内容の理解が遅れないよう家庭学習における教材
研究を行う。
③支援員同士の研修会等を定期的に行うことで、授業に集中できない児童生徒の対応方法を共有し学習の質の向上を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

総事業費

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①中学校の当初目標を下回った要因として、基礎学力の定着が不十分で
あったことが考えられる。
②家庭学習等による授業以外での学習が習慣づけられていないと考えられ
る。

①中学校については、小学校の授業内容より難易度が高いため、初期の内
容でつまづき苦手意識を持たぬよう支援する必要がある。
②新型コロナウィルスによる臨時休校に伴い授業日数が減少し、また家庭に
いる時間が増えたため、家庭学習支援の更なる強化が必要である。

本部町
64,645千円

報酬
47,525千円

学推教師及び支援員
47,525千円 会計年度任用職員28人

職員手当等
4,408千円

学推教師及び支援員
4,408千円 会計年度任用職員28人

共済費
7,873千円

需用費
355千円

トラストコミュニケー
ション株式会社

2,279千円
ICT支援員配置委託業務

使用料
1,025千円

学習支援アプリ

ほか、休校期間分

（交付対象外経費）

6,387千円

学推教師及び支援員
7,873千円 会計年度任用職員28人

旅費
1,180千円

学推教師及び支援員
1,180千円 会計年度任用職員25人

ほか、休校期間分

（交付対象外経費）

ほか、休校期間分

（交付対象外経費）

指導用教科書

委託料
2,279千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　保護者に対するアンケートを行った結果、「特別な支援が必要な子どもに対し、丁寧な支援を行っているか」との設問に94％の保護者か
ら肯定的な回答を得た。
　アンケートの結果から、支援を要する園児児童に対する活動において、保護者から高い評価を得ていることが確認できた。

実　績

81% 83% 94%

目　標

目標値
（　年度）

園児児童生徒の保護者へのアンケートで、
支援員等を配置することにより、特別支援
員への満足度(80％以上）を含め、当該事業
の在り方を検証する。

目　標 80% 80% 80%

実　績

2名

達
成
状
況
説
明

・令和2年4月から令和3年3月まで、本部小学校1名、本部幼稚園4名、上本部幼稚園2名、瀬底幼稚園1名の計8名を配置した。各支援員
が、支援を要する園児児童に対し、校長、教頭、学級担任等と支援検討を行いながら対応した。
・スクールソーシャルワーカーを2名雇用し、各学校を巡回しながら支援を要する園児児童生徒及び家庭の情報を収集し、支援にあたっ
た。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

R2成果目標（指標）
基準値

（　年度）
H30年度 R1年度 R2年度

スクールソーシャルワーカー　２名配置

目　標 1名 1名 2名 2名

実　績 1名 1名 2名

目　標
小学校12名
中学校6名
幼稚園3名

小学校10名
中学校4名
幼稚園4名

小学校1名
幼稚園7名

小学校1名
幼稚園7名

実　績
小学校11名
中学校4名
幼稚園3名

小学校10名
中学校4名
幼稚園4名

小学校1名
幼稚園6名

小学校1名
幼稚園7名

予算の状況の説明 雇用実績の減及び新型コロナウィルスによる臨時休校期間が発生したことにより、1,229千円を減額した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

R2活動目標（指標）

達成状況

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

特別支援教育支援員　８名配置

執行率（％）(B/A) 84.6% 96.1% 94.6% 100.0% 99.4%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 25,312 23,012 25,035 12,708 15,447

B．執行済額 31,640 28,765 31,294 15,885 19,309

A．計(b+d) 37,394 29,923 33,082 15,885 19,423

(d)繰越額 － － － － －

29,923 33,082 15,885 19,423

(c)増減額(b-a) 468 ▲ 7,743 0 ▲ 2,818 ▲ 1,229

R2年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 36,926 37,666 33,082 18,703 20,652

(b)予算現額 37,394

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

教育委員会
事業実施

（予定）年度
平成28～令和3年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
特別な支援を要する園児児童生徒（心身の障害及び発達障害）に対し、特別支援教育支援員の配置及びスクールソーシャルワーカーを配置する
ことで、個々に応じた適切な支援を行うことにより対象児童生徒の学校生活や学習支援上の困難の改善を図る。

市町村名 本部町

令和２年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4-③ 特別支援教育環境充実事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－ウ

時代に対応する魅力ある学校づ
くりの推進

担当部課名



〇支援員及びＳＳＷの雇用は、条例及び規則に基づき実施し
ている。
〇配置できない期間に伴う補正減があるものの、予算規模は
事業内容に見合った適正な規模であった。
〇費用・使途については、出勤日数、休暇処理、日給、保険
料計算のための月額報酬等を確認の上、目的に即した必要
な支出であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

20,792 19,309 15,447 3,862 1,483

今後の取り組み方針

①児童の障害の状態、特性などは個人によって違うため、児童ごとの個性を的確に把握し学習指導に努める。

②欠員補充の際、経験が浅いことによる保護者や支援員の不安を解消するため意見交換や研修会を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①特別支援教育支援員が、支援を要する園児児童に対し適切な支援を行え
たこと、スクールソーシャルワーカーの定着により目標値達成できたと考えら
れる。また、事業開始から5年度目を迎え、支援員の経験値が積み重ねられ
てきたことにより効果的な支援につながりつつある。

②支援員の休暇に伴い当初計画の支援員配置数を満たさない期間が生じ
た。

①教室からの飛び出し、授業中の集中力の欠如など、様々な支援が必要なた
め支援員同士でどう対応すべきか意見交換、打ち合わせ等を行い指導の質
の向上を図る。

②支援員の欠員により職員の補充が間に合わない期間が生じたので、各学
校から支援員を派遣するヘルプを行い、現場負担の軽減を図る。

本部町
19,309千円

報酬

15,314千円

特別支援教育支援員
及びスクールソー
シャルワーカー

会計年度任用職員
延べ11人

期末手当等

1,329千円

特別支援教育支援員
及びスクールソー
シャルワーカー

1,329千円

会計年度任用職員
延べ10人

ほか、休校期間分
（交付対象外経費）

1,177千円

ほか、休校期間分
（交付対象外経費）

291千円

共済費

2,464千円

特別支援教育支援員
及びスクールソー
シャルワーカー

2,464千円

会検年度任用職員
延べ11人

ほか、休校期間分
（交付対象外経費）

15千円

旅費

202千円

特別支援教育支援員
及びスクールソー
シャルワーカー

202千円

会検年度任用職員
延べ6人



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

大口荷主のフォローアップや小口の開拓を行った結果、目標を上回る485.6ｔ/回の積貨物を本部港に集めることができ、航路の安定化に
つなげることができた。

実　績

485.6ｔ/回

目　標

目標値
（　　　　）

１寄港あたりの平均積貨物量：444ｔ/回

目　標 444ｔ/回

実　績

達
成
状
況
説
明

悪天候や新型コロナウイルスの影響により、49回の寄港予定のうち、9回の抜港があったが、航路の運航については問題なく実施すること
ができた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

R2成果目標（指標）
基準値

（　年度）
R2年度 R3年度 R4年度

目　標

実　績

目　標
東京・大阪航路の

運航

実　績 東京・大阪航路の運航

予算の状況の説明
入札残や悪天候による寄港回数の減により、475千円を減額した。不用額については、計画変更後の寄港回数の減によ
る使用料の減と委託料の精算によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

R2活動目標（指標）

達成状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

東京・大阪航路の運航（週１回）
※悪天候や船舶整備点検時を除く。

執行率（％）(B/A) 96.9%

次年度繰越額 0

うち交付金充当額 18,426

B．執行済額 23,033

A．計(b+d) 23,763

(d)繰越額 －

(c)増減額(b-a) ▲ 475

R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 24,238

(b)予算現額 23,763

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」

ベース）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

企画商工観光課
事業実施

（予定）年度
令和2年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－12－（３）

事業内容 本土航路の開設及び維持を支援するとともに、接岸及び荷役に必要な安全設備を整備し、航路の安定化を図る。

市町村名 本部町

令和２年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

5-① 本部港本土航路開設支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第5章－3－（1）－ウ

交通及び物流基盤の整備

担当部課名



○委託については、これまで航路開設及び集荷活動の受注
実績のある者に随意契約を行った。使用料については、単価
契約を行った。備品購入は指名競争入札により実施、適正な
執行であった。
○予算規模については、適正な規模であったと考えている。
〇費用・使途の必要性及び執行状況を確認しており、適正で
ある。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

23,033 23,033 18,426 4,607 0

今後の取り組み方針

農協や花卉専門農協・北部市町村との調整を行い、真空予冷装置を含め出荷システムの構築を図り、北部地域の生産者の所得の向上を目指す。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

北部圏域の貨物が順調に本部港に集めることが出来ているが、葉野菜や花
卉といった農作物は、依然として那覇港や那覇空港を経由して本土出荷が行
われている。
那覇港・那覇空港を利用しなければいけない理由としては、那覇港近辺に農
協の出荷場があり、その施設に鮮度を保つための真空予冷装置があることか
ら那覇港・那覇空港を利用しなければならない現状がある。

北部圏域で、真空予冷装置を有する施設を整備ができれば、葉野菜や花卉
等の農作物を本部港から出荷することができ、更なる輸送コストの縮減を図る
ことができる。

本部町

23,033千円

委託費

9,930千円

使用料

1,003千円

(株)国建・（株）ポートネットワー
ク共同企業体

9,930千円

北部港運（株）

1,003千円

本部港本土航路開設支援業務

投光器リース

備品購入費

12,100千円

（株）瀬底産業

12,100千円
ランプウェイ架台購入


